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委員会活動

エネルギー・環境委員会

パリ協定に基づく長期成長戦略の
策定の動向について

1986年環境庁（現・環境省）入省、2015年地球環境局総務課長、2016年大臣官房審議官、
2017年より現職。

講　　 師

プロフィール

テーマ

環境省　地球環境局長　森下 哲  氏

日時：10月15日（月）　場所：名古屋市内　参加者：委員長の水野副会長をはじめ40名

第１回エネルギー・環境委員会講演会

　はじめに
2016年11月に発効した「パリ協定」に基づき、

2050年の温室効果ガス大幅削減に向けた新たな
ビジョン（長期成長戦略）を策定するための議論
を2018年８月より開始した。今後、さらに議論を
進め、環境と経済成長との好循環を実現する未
来への成長戦略として、わが国の長期成長戦略を
策定していきたい。

　気候変動問題の概況
この夏は、世界規模で異常気象が発生したが、
ＷＭＯ（世界気象機関）によれば、長期的な温暖
化の傾向と関係があるとの見解が示されている。
大気中のＣＯ２濃度は、1950年は300ＰＰＭであ
り、過去65万年もの間、この水準を超えることはな
かったが、現在は400ＰＰＭになっている。
異常気象による経済的損失は大きく、産業革命

前と比べ2100年までに気温が2.5℃上昇した場
合の金融資産損失額が2.5兆米ドルと予想する
研究結果もある。海面上昇の影響は、大都市が沿
岸部に集中するアジアで大きい。
世界経済フォーラムの報告書では、近年、気候

変動に関連したリスクが上位に入る傾向が続いて
おり、極端な異常気象が最大のグローバルリスク
と認識されている。

　気候変動対策と経済成長
一人当たりＧＤＰが日本より上位の多くの国

で、経済の高成長と高いＣＯ２削減率を実現し、

講演要旨

経済成長とＣＯ２排出量の切り離しが起きている
（上図参照）。
経済が成長すると、同時に炭素生産性も上がる
関係が海外で見られることは、念頭に置いておく
必要がある。なお、わが国の炭素生産性（ＣＯ２排
出量当たりのＧＤＰ）の国際的順位は、1995年は
世界２位であったが、この20年で大幅に低下（20
位 2014年）した。　
気候変動対策は、目の前にある巨大なマーケット

であり、建物・産業・運輸の３部門の省エネや電力
部門の脱炭素化を達成するために、2016年から
2050年に世界で累計約12兆米ドルの追加投資が
必要といった試算もある。成長分野であるＡＩ、
ＩｏＴに匹敵する市場規模との予想もある。なお、
ＡＩ、ＩｏＴ技術は、ＣＯ２削減と親和性が高いこと
から、ＡＩ、ＩｏＴ技術の活用により、経済を伸ばし、
暮らしを良くし、環境を守る、といった一石二鳥、
三鳥の効果が期待できる。
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従来の取り組み

2050年までに
80％削減は従来の
取り組みの延長では
実現が困難
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ビジョン（長期成長戦略）を策定するための議論
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化の傾向と関係があるとの見解が示されている。
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合の金融資産損失額が2.5兆米ドルと予想する
研究結果もある。海面上昇の影響は、大都市が沿
岸部に集中するアジアで大きい。
世界経済フォーラムの報告書では、近年、気候
変動に関連したリスクが上位に入る傾向が続いて
おり、極端な異常気象が最大のグローバルリスク
と認識されている。
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一人当たりＧＤＰが日本より上位の多くの国

で、経済の高成長と高いＣＯ２削減率を実現し、

経済成長とＣＯ２排出量の切り離しが起きている
（上図参照）。
経済が成長すると、同時に炭素生産性も上がる
関係が海外で見られることは、念頭に置いておく
必要がある。なお、わが国の炭素生産性（ＣＯ２排
出量当たりのＧＤＰ）の国際的順位は、1995年は
世界２位であったが、この20年で大幅に低下（20
位 2014年）した。　
気候変動対策は、目の前にある巨大なマーケット

であり、建物・産業・運輸の３部門の省エネや電力
部門の脱炭素化を達成するために、2016年から
2050年に世界で累計約12兆米ドルの追加投資が
必要といった試算もある。成長分野であるＡＩ、
ＩｏＴに匹敵する市場規模との予想もある。なお、
ＡＩ、ＩｏＴ技術は、ＣＯ２削減と親和性が高いこと
から、ＡＩ、ＩｏＴ技術の活用により、経済を伸ばし、
暮らしを良くし、環境を守る、といった一石二鳥、
三鳥の効果が期待できる。

再生可能エネルギーは、世界では既にビジネス
として成立しているが、日本の再生可能エネルギー
コストは、世界と比較すると高い。ＦＩＴに依存して
いる現状は問題と認識しており、方向性を変える
必要があると考えている。

　グリーンファイナンスの動向
世界のグリーンボンド（環境事業資金の調達に
限定して発行される債券）発行額が、2012年31億
米ドルから2017年1,608億米ドルと急速に拡大し
ている。また、ＥＳＧ（Environment、Socia l、
Governance）投資市場も2012年13.2兆米ドル
から2016年22.9兆米ドルと５年で1.7倍に増加し
ている。日本のＥＳＧ市場は2016年から2017年で
2.4倍に増加しているが、1.2兆米ドルと市場規模
はまだ小さい。日本への資金の流れを加速させる
必要がある。

　長期成長戦略の国際的な策定状況
長期成長戦略は、パリ協定において、2020年

までに国連に提出するよう求められている。2016年
の伊勢志摩サミットにおいて、2020年に十分先立
って策定することにコミットしており、日本とイタリア
以外のＧ７各国は提出済みであるが、遅れている
ことよりも、中身が肝心だと考えている。
主要各国は、脱炭素化へ高い目標を掲げてお

り、ガソリン・ディーゼル車の販売終了や石炭火力
発電所の廃止等を打ち出している。

　国内における検討状況
環境省、経済産業省、外務省それぞれ長期成
長戦略策定に向けた検討を行ってきたところ、今
年６月の未来投資会議において、安倍総理大臣か
ら「金融界、経済界、学界等各界の有識者にお集
まりいただき、これまでの常識にとらわれない新た
なビジョン策定のための有識者会議を設置し、
検討作業を加速する」よう指示され、８月から懇談
会を開始した。来年６月のＧ20（大阪）の議長国
として、温室効果ガス低排出型の経済・社会発展

のための長期戦略の策定に向けた検討を進めて
いるところである。

　わが国の長期成長戦略策定の方向性・ポイント
気候変動対策をきっかけに、経済成長、地方創
生・国土強靱化、気候・エネルギー安全保障とい
った経済・社会的諸課題を「同時解決」すること
が、長期大幅削減に向けた方向性である。
長期大幅削減に向けた基本的な考え方のポイ

ントは、脱炭素化という確かな方向性と多様な技
術の強みでビジネスチャンスを獲得すること、民間
活力を最大限に生かす施策によりイノベーション
を創出すること、施策を今から講じ2040年頃まで
に大幅削減の基礎を確立することだと考えている。
わが国は、地球温暖化対策計画において、温室
効果ガス排出量の2030年度26％削減（2013年度
比）に加えて、2050年までに80％の削減を目指す
との目標を掲げている。直近３年間ではＣＯ２排出
量を下げているが、80％削減に到達するには大き
なジャンプが必要である（下図参照）。

そのためには、従来の延長線上にないイノベー
ションが必要不可欠である。暮らし、地域・都市、
ビジネス、エネルギー等あらゆる場面で「経済社会
システム」および「革新的技術」のイノベーションを
創出する政策を打ち出していきたい。さらに、日本
の優れた技術を世界に展開して、世界全体で大幅
削減することが重要と考えており、ＪＣＭ（二国間
クレジット制度）は、わが国の国際貢献の顔として、
一層の推進を図りたい。

（産業振興部　亀井 敬）
図の出所：森下氏の講演資料より作成 
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津島商工会議所の
浅田専務理事

中部圏の魅力向上に向けた意見を発表する外国人たち

委員会活動

第１回エネルギー・環境委員会

日時：10月15日（月）　場所：名古屋栄ビル
参加者：委員長の水野副会長をはじめ40名
本委員会では、今年度、国の「パリ協定長期成
長戦略」について調査研究し、意見提起を実施す
る予定である。今回は、これまでの調査結果を委員
と共有するとともに、意見書案の要点について議
論を行った。
続いて、環境省地球環境局長の森下哲氏を講

師に迎え、「パリ協定に基づく長期成長戦略の策
定の動向について」をテーマにご講演いただいた
（本誌８～９ページ参照）。
森下氏は、温室効果ガスの長期大幅削減に向

けた国の方向性は、気候変動問題と経済・社会的
諸課題の「同時解決」であるとの考えを示すととも
に、長期大幅削減のポイントは、民間活力を最大
限に生かし、「技術」のイノベーションと技術を普
及させる「経済社会システム」のイノベーションを
創出することであるとの認識を示した。また、長期
成長戦略は政府懇談会で議論を進めた上で、来
年のＧ20に向けて策定する予定だと紹介した。
今後、本委員会では、国・関係企業等へのヒアリ

ングを行い、12月を目途に意見書を取りまとめる予
定である。

（産業振興部　亀井 敬）

第１回経済委員会

日時：10月17日（水）　場所：名古屋栄ビル
参加者：委員長の水野副会長をはじめ39名
冒頭、水野委員長は、「近年、中小企業の事業承
継が困難になっており、事業者数は年々減少して
いる。中小企業は、地域の雇用やものづくりのサプ
ライチェーンなど重要な役割を果たしており、廃
業の増加は地域活性化や産業の競争力維持に
大きな悪影響を与える恐れがある。従って、今年度
は『中小企業の事業存続性の向上』をテーマと

する政策提言を行いたい」と述べた。
次に、中村専門委員長（（株）三菱ＵＦＪ銀行経
営企画部経済調査室上席調査役）および事務局
より「検討の進め方（案）」について説明を行い、審

議に移った。委員からは、
「事業承継にある暗いイメー
ジを変えてほしい」「中小企
業存続の筋道となる提言書
を期待したい」など活発な
意見が出され、その後、原案
は了承された。

続いて、中京大学経営学部教授の寺岡寛氏を講
師に迎え、「中小企業の事業承継をめぐる諸問題」
をテーマにご講演いただいた。

（調査部　山口 大樹）

第２回産業・技術委員会

日時：10月22日（月）　場所：名古屋栄ビル
参加者：委員長の佐々木副会長をはじめ68名
はじめに、中部圏の基幹産業である「次世代自動
車」と「航空宇宙」について活動報告を実施した。
次世代自動車では、9月30日から神戸コンベン

ションセンターで開催された国際電気自動車シン
ポジウム・展示会「EVS31」における各国・各社の
EV開発の基本スタンスが、「パワートレインのベ
ストミックス」「燃料製造時からＣＯ２排出に配慮し
たWell-to-Wheel重視｣など、ほぼ一致すること
を報告。あわせて、オールジャパンで全個体電池の
実用化に取り組む研究プロジェクト「SOLiD-EV」
の視察概要を報告した。
航空宇宙では、ジェット機市場は今後20年で在

場機が２倍となる拡大基調にあること、ボーイング・
エアバスのサプライチェーン戦略変更で新規参入
のチャンスがあることから、本委員会として、航空宇
宙産業の拡大に向けた方向性および方策の調査・
検討を進めることを説明。その活動の進め方につい
て委員より了承を得た。
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池口氏による講演の様子

中部圏の魅力向上に向けた意見を発表する外国人たち

委員会活動
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参加者：委員長の水野副会長をはじめ40名
本委員会では、今年度、国の「パリ協定長期成
長戦略」について調査研究し、意見提起を実施す
る予定である。今回は、これまでの調査結果を委員
と共有するとともに、意見書案の要点について議
論を行った。
続いて、環境省地球環境局長の森下哲氏を講

師に迎え、「パリ協定に基づく長期成長戦略の策
定の動向について」をテーマにご講演いただいた
（本誌８～９ページ参照）。
森下氏は、温室効果ガスの長期大幅削減に向

けた国の方向性は、気候変動問題と経済・社会的
諸課題の「同時解決」であるとの考えを示すととも
に、長期大幅削減のポイントは、民間活力を最大
限に生かし、「技術」のイノベーションと技術を普
及させる「経済社会システム」のイノベーションを
創出することであるとの認識を示した。また、長期
成長戦略は政府懇談会で議論を進めた上で、来
年のＧ20に向けて策定する予定だと紹介した。
今後、本委員会では、国・関係企業等へのヒアリ

ングを行い、12月を目途に意見書を取りまとめる予
定である。

（産業振興部　亀井 敬）

第１回経済委員会

日時：10月17日（水）　場所：名古屋栄ビル
参加者：委員長の水野副会長をはじめ39名
冒頭、水野委員長は、「近年、中小企業の事業承
継が困難になっており、事業者数は年々減少して
いる。中小企業は、地域の雇用やものづくりのサプ
ライチェーンなど重要な役割を果たしており、廃
業の増加は地域活性化や産業の競争力維持に
大きな悪影響を与える恐れがある。従って、今年度
は『中小企業の事業存続性の向上』をテーマと

する政策提言を行いたい」と述べた。
次に、中村専門委員長（（株）三菱ＵＦＪ銀行経
営企画部経済調査室上席調査役）および事務局
より「検討の進め方（案）」について説明を行い、審

議に移った。委員からは、
「事業承継にある暗いイメー
ジを変えてほしい」「中小企
業存続の筋道となる提言書
を期待したい」など活発な
意見が出され、その後、原案
は了承された。

続いて、中京大学経営学部教授の寺岡寛氏を講
師に迎え、「中小企業の事業承継をめぐる諸問題」
をテーマにご講演いただいた。

（調査部　山口 大樹）

第２回産業・技術委員会

日時：10月22日（月）　場所：名古屋栄ビル
参加者：委員長の佐々木副会長をはじめ68名
はじめに、中部圏の基幹産業である「次世代自動
車」と「航空宇宙」について活動報告を実施した。
次世代自動車では、9月30日から神戸コンベン

ションセンターで開催された国際電気自動車シン
ポジウム・展示会「EVS31」における各国・各社の
EV開発の基本スタンスが、「パワートレインのベ
ストミックス」「燃料製造時からＣＯ２排出に配慮し
たWell-to-Wheel重視｣など、ほぼ一致すること
を報告。あわせて、オールジャパンで全個体電池の
実用化に取り組む研究プロジェクト「SOLiD-EV」
の視察概要を報告した。
航空宇宙では、ジェット機市場は今後20年で在

場機が２倍となる拡大基調にあること、ボーイング・
エアバスのサプライチェーン戦略変更で新規参入
のチャンスがあることから、本委員会として、航空宇
宙産業の拡大に向けた方向性および方策の調査・
検討を進めることを説明。その活動の進め方につい
て委員より了承を得た。

続いて、三菱重工航空エンジン（株）取締役社長
の島内克幸氏を講師に迎え、｢民間航空エンジン
の産業の現状と動向｣と題してご講演いただいた。
島内氏は、航空エンジン産業の特性・技術動向、
飛行安全を支える仕組み、自社が取り組む事業に
ついて説明した。
本委員会では、今後も両業界の動向を的確に

捉え、時宜を得た提言などにつなげていく。
（産業振興部　渡邊 新一）

第１回企業防災委員会

日時：10月31日（水）　場所：名古屋栄ビル
参加者：委員長の小川副会長・共同委員長の

今井理事をはじめ36名

委員会に先立ち、国土交通省中部地方整備局
道路部長の池口正晃氏を講師に迎え、「東日本大
震災の初動と実際」と題してご講演いただいた。
池口氏は、実体験に基づく発災時の生 し々い状況
や、南海トラフ巨大地震発生時の道路啓開目標な
どを紹介した（講演会は全会員を対象に開催し、
約190名が参加）。
委員会では、小川委員長、今井共同委員長の挨拶

に続き、事務局より昨年組成した専門委員会の上半
期活動実績、2018年４月から内閣府で開催されて
いる「南海トラフ沿いの異常な現象への防災対応
ＷＧ」の中間報告などを説明し、意見交換を行った。
委員からは、「いくらＢＣＰを策定しても従業員が

生き残らなければ事業継続はできない。そのために
企業が何をすべきかという視点をもつことが大切」

「東日本大震災の経験により津波に目が行きがち
だが、阪神・淡路大震災のような直下型地震も意識
する必要がある」「企業ＢＣＰだけでなく地域ＢＣＰ
も考えていかなければならない」など多くの意見
が出された。

（社会基盤部　仁科 宗大）

第８回国際委員会

日時：10月31日（水）　場所：名古屋栄ビル
参加者：中部圏在住の外国人をはじめ30名
今回は、「外国人から見た中部圏の魅力向上」を

テーマに、愛知県立大学・名古屋大学の留学生
７名、名古屋市・中部国際空港（株）・中部土木（株）
に所属する外国人就労者４名にご協力いただき、
委員を交えてグループディスカッションを行った。
冒頭、犬伏副委員長（住友商事（株）中部支社
理事 支社長）は、「本委員会では、中部圏で活躍する
外国人の視点から見た『中部圏の魅力向上のため
の提言』の準備を進めている。本日は外国人の皆
様が当地でどうすれば充実した生活が送れるの
か、中部圏の長所や短所について率直な意見を出
していただき、提言につなげたい」と挨拶した。
参加者からは、「英語でのホームページなどによ

る各種メッセージや説明の重要性」「外国人居住
者のためのワンストップ多言語窓口の整備」「学
校・社内・社会での日本人とのコミュニケーション
の場の充実」「ベジタリアン・ムスリム向けの食の充
実」などの意見が出され、活発な議論が行われた。

（国際部　平山 りえ）
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